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閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 
 

開催日時：平成２７年１０月２日（金）   １０：０１～１０：０９ 

 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

 

出 席 者：麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

高 市 早 苗 国務大臣（総務大臣） 

上 川 陽 子 国務大臣（法務大臣） 

下 村 博 文 国務大臣（文部科学大臣） 

塩 崎 恭 久 国務大臣（厚生労働大臣） 

林   芳 正 国務大臣（農林水産大臣） 

宮 沢 洋 一 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

太 田 昭 宏 国務大臣（国土交通大臣） 

望 月 義 夫 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

中 谷   元 国務大臣（防衛大臣） 

菅   義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

竹 下   亘 国務大臣（復興大臣） 

山 口 俊 一 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

有 村 治 子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

石 破   茂 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

遠 藤 利 明 国務大臣 

欠  席：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

     岸 田 文 雄 国務大臣（外務大臣） 

     山 谷 えり子 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

     甘 利   明 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：世 耕 弘 成 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

横 畠 裕 介 内閣法制局長官 

欠  席：加 藤 勝 信 内閣官房副長官 

 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

     ○一般案件      ２件 

     ○国会提出案件   ３１件 

     ○政令        ３件 

     ○人事        ３件 

     ○配布        ３件 

     いずれも，案件表のとおり，決定，了解等となった。 



2 

 

議事内容： 

○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

  まず，閣議案件について，世耕副長官から御説明申し上げます。 

○世耕内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，公式実務訪問賓

客待遇について，御了解をお願いいたします。スリランカ国首相及び同令夫人が，

１０月３日から７日まで，我が国を訪問されることとなりましたので，同期間のう

ち４日から７日までの４日間，公式実務訪問賓客として接遇するものであります。

また，パプアニューギニア国首相が，１０月１３日から１６日まで，我が国を訪問

されることとなりましたので，同期間，公式実務訪問賓客として接遇するものであ

ります。 

 次に，質問主意書に対する答弁書３１件について，お手元の資料のとおり，御決

定をお願いいたします。 

 次に，政令３件について，御決定をお願いいたします。まず，「景表法等の一部を

改正する等の法律の一部の施行期日令」は，同法の一部の施行期日を平成２８年４

月１日とするものであり，「消費者安全法施行令の一部を改正する政令」は，景表法

等の一部改正等法の一部の施行に伴い，消費生活相談員資格試験を実施する登録試

験機関の登録の更新期間を定める等するものであります。 

 次に，「下水道法施行令の一部を改正する政令」は，特定事業場から公共下水道又

は流域下水道に排除される下水に含まれるトリクロロエチレンに係る排水基準を

強化するとともに，公共下水道又は流域下水道の設計，工事の監督管理等を行う者

の資格要件を緩和するものであります。 

 次に，人事案件について，申し上げます。まず，下村文部科学大臣及び山口内閣

府特命担当大臣に，日米科学技術協力協定に基づく第１３回合同高級委員会日本政

府側議長たる日本政府代表を命ずること外２件について，御決定をお願いいたしま

す。 

 次に，裁判官人事といたしまして，判事兼簡易裁判所判事に任命するもの外１件

について，御決定をお願いいたします。 

 次に，伊藤清外２３６名の叙位又は叙勲等について，御決定をお願いいたします。 

 次に，配布資料といたしまして，「労働力調査報告」及び「家計調査報告」があり

ます。本件につきましては，後程，総務大臣及び関連して厚生労働大臣から御発言

があります。 

 次に，「会計検査院法の規定に基づく報告書」があります。本件は，「政府出資株

式会社等における事業及び財務の状況等について」の会計検査の結果について，会

計検査院から，内閣に対し報告があったものであります。 

○菅国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，総務大臣。 

○高市国務大臣：本日，労働力調査及び家計調査の結果を公表いたしました。その主

なポイントは，次のとおりです。 

 ８月の就業者数は６，３７９万人で，１年前に比べ１６万人の増加，完全失業者

数は２２５万人で，１年前に比べ６万人の減少となりました。 
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 季節調整値で前月からの増減をみると，就業者数は３万人の減少，完全失業者数

は４万人の増加となりました。完全失業率は３．４％と，前月に比べ０．１ポイン

トの上昇となりましたが，本年３月以降，１８年ぶりの低い水準である３％台前半

で推移しており，雇用情勢は改善傾向にあります。 

 全国２人以上世帯の８月の消費支出は，１年前に比べ実質２．９％の増加となり

ました。 

 季節調整値で前月からの変化をみると，消費支出は前月に比べ実質２．５％の増

加となりました。 

 また，２人以上の勤労者世帯の実収入は，１年前に比べ実質２．２％の増加と，

５か月連続の増加となりました。 

 これらを踏まえると，消費は，緩やかな回復の動きがみられます。 

○菅国務大臣：次に，厚生労働大臣。 

○塩崎国務大臣：平成２７年８月の有効求人倍率は，季節調整値で１．２３倍と，前

月を０．０２ポイント上回り，２３年７か月ぶりの高い水準となりました。有効求

人は前月に比べ２．２％の増加，有効求職者は０．７％の増加となりました。 

 求人・求職の動向や，総務大臣から報告のありました労働力調査結果をみますと，

現在の雇用情勢は，着実に改善が進んでおります。ただし，アメリカの金融政策が

正常化に向かうなか，中国を始めとするアジア新興国等の景気の下振れや，金融資

本市場の変動が長期化した場合の雇用への影響について注意が必要と考えます。 

 女性・若者・高齢者等の活躍推進，正社員就職の促進，地域に応じた良質な雇用

機会の確保・創出などにより，雇用情勢の一層の改善に全力で取り組んでいきます。

閣僚の皆様には，御理解と御協力をお願いいたします。 

○菅国務大臣：次に，私から，外務大臣臨時代理として，ミャンマー連邦共和国にお

ける洪水被害によって影響を受けた教育分野に対する緊急無償資金協力について，

申し上げます。 

 ミャンマー連邦共和国における洪水被害によって影響を受けた教育分野に対す

る支援として，国連児童基金（ユニセフ）に対し，１，０００万ドルの緊急無償資

金協力を行うこととしました。 

 我が国としては，ユニセフと協力しつつ，学校の再建・修復，学習キットの配布

及び教員等に対する防災教育等研修の分野で，早急に支援を実施する予定です。 

 同国の洪水被害からの復旧・復興に向けて，引き続き，必要な支援を実施してま

いります。 

これをもちまして，閣議を終了いたします。 

 引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

 御発言はございますか。 

 無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 



平成27年 

10月２日 

◎一般案件 

1. スリランカ民主社会主義共和国首相ラニル・

ウィクラマシンハ閣下及び同令夫人の公式実

務訪問賓客待遇

1. パプアニューギニア独立国首相ピーター・オ

ニール閣下の公式実務訪問賓客待遇

について（了解） （外務省） 

◎国会提出案件

1. 衆議院議員本村賢太郎（民主）提出安全保障

関連法案における国民の理解に関する質問に

対する答弁書について（決定）（内閣官房）

1. 衆議院議員鈴木貴子（民主）提出「安倍晋三

内閣総理大臣の戦後７０年談話に関する質問

主意書に対する政府答弁」に関する質問に対

する答弁書について（決定）    （同上）

1. 衆議院議員鈴木貴子（民主）提出ＴＰＰ交渉

に関する再質問に対する答弁書について

（決定）             （同上）

1. 衆議院議員鈴木貴子（民主）提出ＴＰＰ交渉

に対する政府の認識及び見解等についての質

問主意書における政府答弁の在り方等に関す

る質問に対する答弁書について（決定）

（同上） 

1. 参議院議員山本太郎（生活）提出安保特別委

における採決に関する質問に対する答弁書に

ついて（決定）          （同上）

1. 参議院議員山本太郎（生活）提出「国際平和

支援活動」における自衛隊員の安全確保に関

する質問に対する答弁書について（決定）

（同上） 

（ 金 ）閣 議 案 件

〇
資 料
あ り

○
資 料
あ り

〔 別 添 〕
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1. 参議院議員山本太郎（生活）提出安倍首相の

「会食」についての更なる究明に関する質問

に対する答弁書について（決定 )( 内閣官房）

1. 参議院議員小見山幸治（民主）提出パチンコ

営業者の株式公開に関する再質問に対する答

弁書について（決定）      （金融庁）

1. 衆議院議員本村賢太郎（民主）提出子ども被

災者支援法の基本方針改定案に関する質問に

対する答弁書について（決定）  （復興庁）

1. 衆議院議員鈴木貴子（民主）提出服役中に被

害証言が虚偽と判明して釈放された大阪府内

の男性に係る強姦事件の政府見解等に関する

第３回質問に対する答弁書について（決定）

（法務省） 

1. 衆議院議員本村賢太郎（民主）提出日米地位

協定に関する質問に対する答弁書について

（決定）            （外務省）

1. 衆議院議員鈴木貴子（民主）提出１９７２年

の沖縄返還を巡る日米間のやり取りに関する

再質問に対する答弁書について（決定）

（同上） 

1. 衆議院議員鈴木貴子（民主）提出１９７２年

の沖縄返還時における有事の際の核持ち込み

に係る密約についての外交文書に関する第３

回質問に対する答弁書について（決定）

（同上） 

1. 衆議院議員鈴木貴子（民主）提出１９７２年

の沖縄返還時の原状回復補償費の肩代わりに

係る密約についての外交文書に関する第３回

質問に対する答弁書について（決定 )( 同上）

1. 衆議院議員鈴木貴子（民主）提出外務省ＨＰ

から歴史問題ページが削除された件に関する

第３回質問に対する答弁書について（決定）

（同上） 
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1. 衆議院議員鈴木貴子（民主）提出東京大空襲 

に対する戦後７０年の節目をむかえた政府の 

認識等についての政府答弁の在り方等に関す 

る再質問に対する答弁書について（決定）    

（外務省） 

1. 参議院議員山本太郎（生活）提出南沙諸島の 

帰属問題に関する質問に対する答弁書につい 

て（決定）            （同上） 

1. 参議院議員山本太郎（生活）提出本年８月２ 

６日に行われた日米首脳電話会談における米 

国による日本国内の通信傍受についての実態 

調査依頼等に関する質問に対する答弁書につ 

いて（決定）           （同上） 

1. 衆議院議員本村賢太郎（民主）提出小中学校 

における少人数学級の実現に関する質問に対 

する答弁書について（決定）（文部科学省） 

1. 参議院議員川田龍平（維新）提出日本版コン 

パッショネートユース制度に関する質問に対 

する答弁書について（決定）（厚生労働省） 

1. 参議院議員山本太郎（生活）提出雇用保険の 

遡及適用期間と雇用保険料の支払い義務期間 

の差異によって生じる問題に関する質問に対 

する答弁書について（決定）    （同上） 

1. 参議院議員山本太郎（生活）提出婦人相談所 

で働く婦人相談員の労働条件・賃金待遇の改 

善に関する質問に対する答弁書について 

（決定）             （同上） 

1. 衆議院議員逢坂誠二（民主）提出大間原子力 

発電所の運転開始の目標時期の先送りに関す 

る質問に対する答弁書について（決定）   

（経済産業省） 

1. 衆議院議員鈴木貴子（民主）提出伊方原発３ 

号機に関する質問に対する答弁書について 

（決定）             （同上） 
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1. 衆議院議員鈴木貴子（民主）提出九州電力の 

川内原発１号機の再稼働に係る政府の見解等 

に関する質問に対する答弁書について 

（決定）          （経済産業省） 

1. 衆議院議員本村賢太郎（民主）提出川内原発 

における火山の危険性等に関する質問に対す 

る答弁書について（決定）  

（原子力規制委員会） 

1. 参議院議員山本太郎（生活）提出原発に対す 

るテロのリスクに関する質問に対する答弁書 

について（決定）         （同上） 

1. 参議院議員山本太郎（生活）提出不具合が発 

生した川内原発１号機を運転させ続けること 

に関する質問に対する答弁書について 

（決定）             （同上） 

1. 衆議院議員本村賢太郎（民主）提出安全保障 

関連法案と防衛関係費に関する質問に対する 

答弁書について（決定）     （防衛省） 

1. 参議院議員福島みずほ（社民）提出自衛官募 

集に関する質問に対する答弁書について 

（決定）             （同上） 

1. 参議院議員有田芳生（民主）提出日米共同訓 

練に関する質問に対する答弁書について 

（決定）             （同上） 

 

◎政  令 

   ○不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正す 

る等の法律の一部の施行期日を定める政令 

（決定）             （消費者庁） 

 〃  ○消費者安全法施行令の一部を改正する政令 

（決定）               （同上） 

 〃  ○下水道法施行令の一部を改正する政令（決定） 

（国土交通・環境省） 

 

 

資 料  
あ り  
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◎人  事 

○ 文部科学大臣下村博文外１名に科学技術における  
研究開発のための協力に関する日本国政府とアメ  
リカ合衆国政府との間の協定に基づく第１３回合  
同高級委員会日本政府側議長たる日本政府代表を  
命じ，財務官浅川雅嗣外６名に国際通貨基金第７  
０次年次総務会臨時総務代理たる日本政府代表代  
理等を ，財務官浅川雅嗣外３名に多数国間投資保  
証機関第２８次総務会臨時総務代理たる日本政府  
代表代理を命ずることについて（決定） 

☆川瀨孝史外９７名を判事兼簡易裁判所判事に任命  
し，判事兼簡易裁判所判事細井正弘を願に依り免  
ずることについて（決定） 

☆元陸将補伊藤  清外２３６名の叙位又は叙勲等に  
ついて（決定） 

 

◎配  布 

☆労働力調査報告           （総務省） 

☆家計調査報告             （同上） 

☆会計検査院法第３０条の２の規定に基づく報告書 

（内閣官房） 

 

 

〔○署名あり  ☆署名なし〕 

 

資 料  
あ り  

資 料  
な し  

資 料  
あ り  
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